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Ｎｏ 意見・質問内容 回答内容

1

AI利用可とは具体的に何を指すか。
（3）の利用可能なケースは、上記AI利用可の対象においての内
訳か。あるいは、この規定によって冒頭のAI利用可否が決定され
ているという意味か。
→説明会内でQA済。（3）はAI利用可の中の内訳。

より詳細も確認させていただきたい。
たとえば、ベクトル検索のために文献に対するembedingを生成す
るような処理もAI処理の範疇に入るのかなど、「AI利用可」の線引
きを明確に提示するとはできるか？

(3)の②（ⅰ）はAI利用可となる前提は、出版社の許諾内容との適合性や交渉結果に基づくことを
定めており（大きな判断フレーム）、
(3)の②（ⅱ）は出版社の許諾内容との適合性や交渉結果を踏まえた、許諾の可否事例や制限
の具体的事例を示しています。
したがって、AI利用可とは(3)の②（ⅰ）と(3)の②（ⅱ）の両方において、利用可能となるものを指
します。

embedding処理は、既許諾検索ロジックと同等と見なされ、利用は問題ないと考えられます。ま
た、AIの範疇やデータ処理への利用可否は、許諾内容との適合性や交渉結果などの出版社個
社事情に依るため、広く明示することは困難です。
なお、海外出版社が発行する外国誌の文献データに関しては個社の事情が強く影響しますが、
国内誌については比較的柔軟な運用と条件が適用しやすい状況にあります。

2
AI利用可能のフラグが付いているデータであっても、利用不可と
なる用途はあるという理解でよろしいか。

前提としまして、データ自体にあらかじめ普遍的な「AI利用可能」という固定の属性が定まってい
るわけではありません。
 「文献利用条件フラグ」は、ご提案いただく具体的なサービス内容やデータ利用方法に対し、出
版社等の許諾内容との適合性や交渉結果を踏まえ、都度・個別に付与（判定）されたものです。
そのため、「利用可能」と判定されたサービスや利用方法においては利用可能となりますが、適
合しない（「利用不可」と判定した）利用方法においては利用不可となります。
なお、本公募の「資料開示」において文献利用条件フラグの概要等をご確認いただけます。

3
AI利用不可のデータについては、要約などの基本的なAI利用も
できないという理解で良いか。

「文献利用条件フラグ」は、提案された具体的な利用方法やシステムが、権利元の許諾条件に適
合するかを個別に確認した結果として付与されるものです。
 
出版社毎に利用可否を交渉するため、AIでの要約という利用方法の許諾を得られなかったデー
タ（「文献利用条件フラグ」でAI利用不可となっているデータ）は利用することはできません。な
お、本公募の「資料開示」において文献利用条件フラグの概要等をご確認いただけます。

4

利用可能フラグが付いているデータについて、将来的に利用不
可へ変更されることは想定されているか。
例えば、要約サービスなどで訴求した後に利用不可になり、問題
が生じて責任を負うことになるケースを懸念している。

その場合の係争等については、事業者と出版社との間で対応す
ることになるのか。

JST提供データの利用条件変更は通常想定外ですが、海外出版社の個社の方針変更等で発生
しうる可能性はあります。万一、交渉や係争が必要となった場合、契約条件等を踏まえて対応を
検討いたします。その際、サービス運用や技術的内容、ならびにサービス利用者に係る対応は
事業者と協議いたします。
なお、海外出版社との契約は1年更新が一般的で、過去の契約で取得したデータは、変更後も
旧条件で利用できる可能性が高いと考えています。

5

事業開始後にフラグが「可→不可」に変更された場合、すでに生
成・保持している索引や二次生成物、および顧客に提供済みの
分析結果について、遡及的な削除・提供停止の義務を負うか。猶
予期間は設定されるか。

すでに作成された独自生成データ等の扱いは、不確実な部分がありますが、出版社等の権利主
張が及ばない可能性が高いと考えています。

万一、交渉等が必要になった場合、独自生成データ等に対して、契約条件等を踏まえて対応を
検討いたします。

6
逆に、現在は利用不可となっている過去データが、後から利用可
能になるケースもあるか。

ご指摘のケースは十分に想定されます。
海外出版社との交渉および契約は毎年更新され、AI活用に関する個社方針変更等に伴い、利
用が許諾される可能性があります。
なお、出版社の対応や条件は、一様でないことが予想され、現時点において将来的な利用可否
を一律に特定することは困難です。
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7
FS中に提供されるデータボリュームの目安はどの程度か？また、
こちらでデータの種別を指定できるか？

データ量・データ種について国内誌データであること以外に明確な基準は設けておりませんが、
FSの目的達成に必要な範囲であれば柔軟に対応可能です。
ただし、FSは本番環境と同等の大規模処理を評価する場ではなく、あくまで技術的な実現性や
効果を確認するための取り組みとなりますので、過度に大きなデータボリューム等は想定しており
ません。詳細は事業者と協議して進めます。

8

JST提供システムについて、以下のように記述があるが、採択後や
契約締結後に別途資料を共有いただけるという認識で良いか。
—
処理データの授受方法、あるいは機械処理システムへのアクセス
方法、利用量（リク エスト数やデータ転送量の上限等）、関係する
セキュリティ遵守事項等については、 JST が別途提示する仕様
および制限値等に従うものとする。

本公募の「資料開示」においてJST提供システムの概要や基本設計書をご確認いただけます。

なお、本システムはJSTの文献データベース作成において現在運用されているため、提案される
サービス内容や処理量等に応じて、JSTとの個別調整が必要となる点にご留意ください。また、提
案サービスの実現等にあたり不足や仕様上の調整が必要な場合は、契約交渉時に実態に即し
た検討等を事業者と協議して進めます。

9
JST 指定フォーマットの具体的なファイル形式はなにか？
—
※2 データは、JST 指定フォーマットで提供する。

「新サービス事業者枠 仕様書 別紙１」に記載のJST 指定フォーマットのファイル形式は、当該提
供データを何らかの文字で区切ったテキストファイル形式です。
なお、提供データごとにフォーマットが異なるため、それぞれのデータフォーマットについては
「資料開示」においてデータ定義書をご確認ください。

10
提示条件を満たさない状態での撤退の場合、撤退違約金などは
あるか？

前提として、提示条件を満たさない状態での撤退は原則として認められないことをご了承くださ
い。
そのうえで、提示された条件を満たさない状態での事業撤退の場合、契約書案の内容に基づ
き、違約金や損害賠償が発生する可能性があります。

11
文献データ・辞書データ等のシステムを運用されているJST側のご
担当部門および担当者体制（人数・役割分担等）についてご教示
ください。

JST側の担当部門は「情報事業部 知識インフラ担当」を想定しています。担当者体制について
は、目的や対象に応じて契約交渉時に提示等共有します。
基本的に適切なJST担当者の窓口を設け、必要が生じた場合には技術的内容も含めた調整等
の協議が可能となる体制を設けます。
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